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広島県公立大学法人ハラスメント等の防止等に関する規程 

平成１９年４月１日 

法人規程第５８号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、広島県公立大学法人職員就業規則（平成１９年法人規程第５２号）第３４

条第２項（広島県公立大学法人非常勤職員就業規則（平成１９年法人規程第６９号）第２９条

及び広島県公立大学法人法人契約職員就業規則（平成２１年法人規程第６号）第３１条の規定

により準用する場合を含む。）に基づき、セクシャル・ハラスメント、アカデミック・ハラス

メント、パワー・ハラスメント、性暴力等、カスタマー・ハラスメント及びその他の人権侵害

行為（以下「ハラスメント等」という。）の防止及び排除のための措置並びにハラスメント等

が生じた場合に適切に対応するための措置（以下「ハラスメント等の防止等」という。）に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、広島県公立大学法人（以下「法人」という。）において就労する役員、教

員及び職員（以下「教職員」という。）並びに大学に在学する学部生、専攻科生、大学院生、

研究生、科目等履修生及び聴講生（以下「学生等」という。）の全てに適用する。 

（定義） 

第３条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) セクシュアル・ハラスメント 相手の意に反する性的な言動により、相手に不快感を与え、

又は教育・研究・職場環境を悪化させること。 

(2) アカデミック・ハラスメント 教育・研究上の地位や人間関係などの優位性を背景に、適

正な範囲を超えて、相手に身体的・精神的苦痛を与え、又は教育・研究環境を悪化させるこ

と。 

(3) パワー・ハラスメント 職務上の地位や人間関係などの優位性を背景に、適正な範囲を超

えて、相手に身体的・精神的苦痛を与え、又は職場環境を悪化させること。 

(4) 性暴力等 

ア 不同意性交罪（刑法（明治４０年法律第４５号）第１７７条）又は不同意わいせつ罪（刑

法第１７６条）に該当する行為 

イ 他の者の意に反するわいせつな行為をすること又は他の者をして意に反するわいせつな

行為をさせること（アに掲げるものを除く。）。 

ウ 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電

磁的記録の消去等に関する法律（令和５年法律第６７号）第２条から第６条までの罪に該

当する行為 

エ 他の者に対する次に掲げる行為（他の者の心身に有害な影響を与えるものに限る。）で

あって他の者を著しく羞恥させ、若しくは他の者に不安を覚えさせるようなものをするこ

と又は他の者にさせること（ア、イ、ウに掲げるものを除く。）。 

(ア) 衣服その他の身に着ける物の上から又は直接に人の性的な部位その他の身体の一部

に触れること。 
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(イ) 通常衣服で隠されている人の下着又は身体を撮影し、又は撮影する目的で写真機そ

の他の機器を差し向け、若しくは設置すること。 

オ 他の者に対し、性的羞恥心を害する言動であって、他の者の心身に有害な影響を与える

ものをすること（前各号に掲げるものを除く。）。 

カ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第５７号）第

２条第３項に定める児童生徒性暴力等に該当する行為 

(5) カスタマー・ハラスメント 法人関係者から法人（法人が設置する県立広島大学及び叡啓

大学を含む。）に対する意見・要求・言動のうち、その要求内容が妥当性を欠くもの又は当

該要求を実現するための手段・態様が社会通念上不相当なものであって、それにより教職員

の教育・研究・職場環境が害されるものをいう。 

(6) その他の人権侵害行為 差別その他の人権を侵害する行為 

(7) 学部等 学部、専攻科、研究科、附属施設、本部及び事務部をいう。 

(8) 部局長 学部等の各部局長をいう。 

(9) 他の労働者等 他の事業主が雇用する労働者（派遣労働者を含む。）、求職者、個人事業

主及びインターンシップを行っている者等の教職員以外の者（ただし学生等を除く。）をい

う。 

(10) 法人関係者 学生等、卒業生、入学予定者、受験者、保護者、患者、法人の開催する行

事の参加者、法人の施設利用者、来訪者、地域住民、他の事業主の従業員及び退職教職員等

の法人と雇用関係のない法人に関係する全ての者をいう。 

（理事長及び各部局長の責務） 

第４条 理事長は、法人におけるハラスメント等の防止等を図るとともに、ハラスメント等が生

じた場合は、迅速かつ的確な対応をしなければならない。 

２ 各部局長は、当該学部等におけるハラスメント等の防止等に努めるとともに、ハラスメント

等が生じた場合は、迅速かつ的確な対応をしなければならない。 

（教職員及び学生等の責務） 

第５条 教職員及び学生等は、互いの人格を尊重するとともに、自己啓発に努め、ハラスメント

等を行わないこと及びその防止に協力し、ハラスメント等が生じた場合は、その被害を最小限

に留めるよう努めなければならない。 

２ 教職員及び学生等は、他の労働者等に対してもハラスメント等を行ってはならない。 

（ハラスメント等相談・苦情窓口の設置） 

第６条 ハラスメント等の相談又は苦情申立（以下「相談・苦情」という。）に対応するため、

県立広島大学各キャンパス及び叡啓大学に相談・苦情窓口（以下「相談・苦情窓口」という。）

を設置する。 

２ 相談・苦情窓口は、県立広島大学各キャンパス及び叡啓大学の総務課（叡啓大学にあっては、

総務企画課。以下同じ。）、教学課、学生相談室及びチューター並びに外部の相談・苦情窓口

とする。 

３ 各総務課及び外部の相談・苦情窓口においては、教職員及び他の労働者等の相談・苦情に対

応し、各教学課、学生相談室及びチューターにおいては、学生等の相談・苦情に対応する。 
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４ 総務課及び教学課の相談・苦情窓口においては、少なくとも男性１名及び女性１名をもって

相談・苦情に対応する者を置く。 

５ 相談・苦情窓口で相談・苦情の申し出を受けた者（以下「担当者」という。）は、様式第１

号により相談記録を作成する。 

（相談・苦情の申し出） 

第６条の２ 教職員、他の労働者等及び学生等は、相談・苦情を、県立広島大学各キャンパス及

び叡啓大学の相談・苦情窓口に申し出ることができる。 

２ 相談・苦情の申し出は、ハラスメント等の直接の被害を受けたとされる者だけでなく、その

者から依頼を受けた教職員、他の労働者等、学生等及び保護者からも申し出ることができる。 

（相談・苦情に対する対応） 

第７条 担当者は、教職員及び他の労働者等の相談・苦情にあっては総務課長（叡啓大学にあっ

ては、総務企画課長。）に、学生等の相談・苦情にあっては教学課長（以下「各課の長」とい

う。）にそれぞれ報告するものとする。 

２ 各課の長は、前項の規定による報告を受けたときは、事務部長、事務次長又は担当の事務局

次長を経由して事務局長に報告するものとする。 

３ 事務局長は、前項の規定による報告を受けたときは、必要に応じ、理事長及び広島県公立大

学法人人権委員会規程（平成１９年法人規程第２６号）に規定する委員会（以下「人権委員会」

という。）の委員長に報告するものとする。 

（守秘義務及びプライバシーの保護等） 

第８条 相談・苦情の対応手続に関係する全ての教職員は、関係者のプライバシーの保護及び秘

密の保護を徹底し、関係者が不利益な取扱いを受けないように留意しなければならない。 

（調整等） 

第９条 第７条第２項の報告を受けた事務局長は各課の長とともに、関係者の協力を求め、可能

な範囲で相談・苦情の解決（以下「調整」という。）を図る。 

２ 事務局長は、調整のため、必要に応じ、関係する部局長等を通じ、若しくは直接、ハラスメ

ント等の行為者とされた者（以下「行為者」という。）に対する事実調査、通知、注意喚起、

警告等の措置を行う。 

３ 事務局長は、相談・苦情に関し、調整を開始するとき及び調整が終了したときは、理事長及

び人権委員会委員長に報告する。 

４ 事務局長は、相談・苦情の内容において、調整が著しく困難である場合、その他手続を進め

ることが相当でない場合は、調整に入らず、若しくは調整を終了することができる。この場合

は、ハラスメント相談・苦情の申出者に対し、その理由を伝えるものとする。 

（緊急措置等） 

第１０条 事務局長は、相談・苦情に関し、その解決前に緊急対応が必要なときは、理事長及び

関係部局長に、必要な措置若しくは対応を求めることができる。 

２ 事務局長は、行為者に対し、相談・苦情の申し出た者等を探索したり、脅迫、報復、誹謗中

傷等の不利益な行為をさせないために、警告等の措置をとることができる。 

（理事長、関係部局長への報告） 



4 

第１１条 事務局長は、ハラスメント相談・苦情の内容において、懲戒を含む人事管理上の措置

が必要と認められるときは、理事長、関係する部局長にその旨を速やかに報告するものとする。 

（事実調査の委嘱） 

第１２条 事務局長は、人権委員会委員長に、人権委員会規程第８条に規定する広島県公立大学

法人ハラスメント対策専門部会（以下「専門部会」という。）の設置を依頼し、相談・苦情の

事実調査を、委嘱することができる。 

（専門部会の設置） 

第１３条 専門部会は、次のとおり県立広島大学各キャンパス及び叡啓大学に設置する。 

区分 専門部会の名称 

県立広島大学広島キャ

ンパス 

広島県公立大学法人ハラスメント対策専門部会（広島キャンパス） 

県立広島大学庄原キャ

ンパス 

広島県公立大学法人ハラスメント対策専門部会（庄原キャンパス） 

県立広島大学三原キャ

ンパス 

広島県公立大学法人ハラスメント対策専門部会（三原キャンパス） 

叡啓大学 広島県公立大学法人ハラスメント対策専門部会（叡啓大学） 

（組織） 

第１４条 県立広島大学各キャンパス及び叡啓大学における専門部会（以下「各専門部会」とい

う。）は、次に掲げる委員をもって組織する。 

区分 委員 

県立広島大学広島キャ

ンパス 

部局長１名、人権委員会委員長が指名する者２名、事務局次長（総務担当）、

県立広島大学本部事務部事務次長 

県立広島大学庄原キャ

ンパス 

部局長１名、人権委員会委員長が指名する者２名、庄原キャンパス事務部

事務長 

県立広島大学三原キャ

ンパス 

部局長１名、人権委員会委員長が指名する者２名、三原キャンパス事務部

事務長 

叡啓大学 部局長１名、人権委員会委員長が指名する者２名、叡啓大学事務部事務部

長 

２ 前項の委員のうち、部局長は、相談・苦情の事実調査に関係する学部等の部局長とする。 

３ 前各項の規定にかかわらず、委員が、被害を受けたとされる者、行為者又はその他関係者等

の場合、委員となることができない。この場合において、当該事案に利害関係を有さない者の

うちから人権委員会委員長が指名する者を委員とする。 

４ 委員の任期は各事案が終了するまでとする。 

５ 前項の規定にかかわらず、委員が、人事異動により第１項に掲げる職ではなくなった場合及

び委員として適切ではない職となった場合は、速やかに委員を交代することとする。 

６ 各専門部会の庶務は、事案に応じて人権委員会委員長が指定する部署において、人権委員会

を所管する本部総務課と連携し処理する。 
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（専門部会長） 

第１５条 各専門部会に専門部会長を置く。 

２ 各専門部会長は、人権委員会委員長が指名する者をもって充てる。 

３ 各専門部会長は、専門部会を代表し部会を総理する。 

４ 各専門部会長に事故があるとき又は各専門部会長が欠けたときは、部会長があらかじめ指名

する委員が、その職務を代理する。 

（臨時委員） 

第１６条 各専門部会が特に必要と認める場合は、専門的知識を有する者を臨時委員として、各

専門部会の事実調査及び審議に参加させることができる。 

２ 臨時委員は、各専門部会の議を経て専門部会長が委嘱する。 

３ 臨時委員は、その任務が終了した時点で、退任するものとする。 

（議事） 

第１７条 各専門部会長は、委員会を招集し、その議長となる。 

２ 各専門部会は、委員の３分の２以上が出席しなければ会議を開くことができない。ただし、

臨時委員は定足数に参入しない。 

３ 各専門部会の議事は、出席委員の３分の２以上の賛成により決する。ただし、臨時委員は議

決権をもたない。 

（事実調査及び審議） 

第１８条 専門部会は、事実調査に当たり、被害を受けたとされる者、行為者及びその他関係者

等から、必要に応じて事情聴取を行うほか、関係資料の調査等を行い、ハラスメント等につい

ての事実関係を公正に調査する。 

２ 前項の事実調査等は、人権委員会が別に定める方法によるものとする。 

３ 専門部会は、第１項の事実調査等の結果に基づき、ハラスメント等の有無、内容、程度等に

ついて審議する。 

（報告） 

第１９条 専門部会長は、前条の事実調査及び審議の結果を、速やかに、人権委員会委員長及び

事務局長に報告する。 

２ 前項の報告を受けた人権委員会委員長は、理事長に報告する。 

３ 前項の報告は、専門部会が事務局長から第１１条による事実調査の委嘱を受けてから３か月

以内に行うよう努める。 

（対応措置） 

第２０条 事実関係の調査及び確認の結果、ハラスメント等の事実が確認された場合は、厳正に

対処することとし、事案の内容や程度に応じ、不利益の回復、環境の改善、懲戒を含む人事管

理上の措置等の必要な措置を講ずる。 

（補則） 

第２１条 この規程に定めるもののほか、ハラスメント等の防止等に関し必要な事項は、理事長

が別に定める。 

 



6 

  

 

附 則 

この規程は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成28年12月１日から施行する。 

附 則(令和２年法人規程第24号) 

(施行期日) 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則(令和３年法人規程第65号) 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則(令和４年法人規程第34号) 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則(令和５年法人規程第62号) 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則(令和６年法人規程第19号) 

この規程は、令和６年６月１日から施行する。 

附 則(令和８年法人規程第21号) 

この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年法法人規程第29号） 

この規程は、令和８年10月１日から施行する。 
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